
 

 

広島県における公立中学校の生徒・学校数の推移(1960-2011) 

中国地方における公立小中学校の統廃合に関するデータベース構築（その 9） 
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1．序論 

その 9 では、広島県を対象に公立中学校 1 校毎の生徒

数、学校の新設･廃校に関するデータベース(1949-2011)を

構築し、生徒数推移をもとに時期区分を行う。その後

1971 年時点の旧市町村区域を分析単位とし、自治体所管

学校数と学校増減率の関係を整理した上で、生徒増減率･

学校増減率を指標に自治体の生徒数･廃校推移形態の類型

化を行い、廃校の時期的･地域的推移の特徴を明らかにす

ることを目的とする。分析資料は広島県教育委員会公立

学校基本数報告 (1960-2011)注 1)･広島県教職員録 (1949-

1959) 注 2)である。 

 

2．広島県における生徒・公立中学校の推移と時期区分 

広島県の生徒･学校数(本･分校)の推移を図 1 に示す。先

ず県の全生徒数推移をもとにⅠ期からⅤ期に時期区分を

行った。Ⅰ期 (1949-1962)は、戦中戦後の混乱期 (1945-

1947)における出生数の一時的減少を要因とした生徒数減

少と、第 1 次ベビーブームを要因とした大幅な増加によ

り生徒数の増減が著しい。一方中学校数は、1948 年の

411 校(本校のみ) から 1949 年には 221 校(本校のみ)に急

減しており、その後 1958 年までは生徒数増減に対応した

学校数の変化傾向が認められる。しかし生徒数が激増し

た 1959-62 年にかけては廃校･新設数が多いものの学校総

数は増加しておらず、統廃合と新設校建設による学校規

模拡大が進められたと推測される。このようにⅠ期全体

としては廃校･新設ともに 5 期の中で最も多いのが特徴で、

1947 年の学制発布(中学校設置義務)による応急的施設で

の中学校の開設に始まり、その後の本格的な学校建設と

昭和の大合併を契機とした学校再編が行われたことがう

かがえる。Ⅱ期(1963-1974)は、高度経済成長期の都市地

域への人口移動と戦後の大幅な出生率低下により、生徒

数が 160 千人から 100 千人に急減した。本･分校合わせ廃

校が 74 校(内分校 20 校)発生し 5 期の中で最も多く、農山

漁村地域の生徒数減少と本分校の廃校が急速に進行した

時期である。第 2 次ベビーブームによる生徒数増加のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

られたⅢ期(1975-1987)は、廃校は 18 校で 41 校が新設さ

れている。Ⅳ期(1988-2002)は再び生徒数が減少に転じ、

生徒数の年平均減少率は 3.6%と高いものの廃校数は 15

年間で 5 校と比較的少ないが、Ⅴ期(2003-2011)の市町村

合併が進められた時期には、9 年間で 13 校が廃校してお

り、生徒数減少に加え市町村合併を契機とした中学校の

統廃合が進められたものと推測される。 

 

3．旧市町村における自治体の廃校状況 

3-1 旧市町村の学校数 

 旧市町村毎の 1960 年時点の学校数(本校･分校)注 3)を図

2 に示す。12 市の内 3 市が 11 校以上の学校を所管してい

るが、これらの地域は県内では人口規模が大きいため生

徒数も多く、かつ行政区域面積が広いためである。その

他の市は 6-10 校が多いが、松永･大竹･因島･府中市は 3-5

校と少なく、分散型都市構造を有す広島県では市間の中

学校数の差が大きい。旧郡部(98 町村)では 1-2 校の中学

校を所管する町村が 74 自治体、3-5 校が 22 自治体で、ほ

ぼ全ての自治体が所管学校数 5 校以下である。6-10 校の

2 自治体では 1960 年時点で分校が半数近くを占め、昭和

の大合併を契機とした中学校の再編が進んでいない地域

と推測される。 
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3-2 旧市郡部における時期別廃校状況 

次に旧市町村の時期区分･学校数別学校増減率を表 1 に示

す。市郡部別に各時期の廃校数と各期初年度の学校数、

学校増減率（＝(各期末年度学校数-各期初年度学校数)/各

期初年度学校数×100(%)）を求め比較を行う。 

 市部ではⅡ期に 8 校が廃校となり平均学校増減率は-

4.3%で、特に 6-10 校の自治体で 2 割の学校が廃校してい

る。Ⅲ期では生徒数が増加した結果、廃校は 1 校にとど

まっている。再度生徒数が減少したⅣ期では、廃校は生

じず学校数が増加していることが分かるが、これは都市

部での人口密集及びⅢ期に増加した生徒数を補うための

学校数増加などの理由が推測できる。生徒数減少率が低

下したⅤ期では、平均学校増減率は-1.9%(廃校 4 校)とマ

イナスに転じているが、その値は小さいと言える。従っ

て市部ではⅤ期の統廃合が少ないため、平成の大合併が

中学校の統廃合に与えた影響は低いといえる。市部全体

としてはⅡ-Ⅴ期にかけて 3-5 校･6-10 校の自治体を中心

に 12 校が廃校となり(平均学校増減率 9.8%)、1960 年以

降学校数自体は 1 割程度増加していることが分かる。全

時期を通して学校増減率のマイナスは小さいものの、Ⅱ

期とⅤ期の廃校数がやや多い。 

郡部ではⅡ期の廃校数･学校増減率のマイナス共に市部

を大きく上回り、所管 1-2 校の自治体で 27 校(学校増減率

-12.7%)、3-5 校の自治体で 35 校(廃校率-43.9%)、6-10 校

の自治体では 4 校(廃校率-36.4%)が廃校しており、全体的

に学校増減率のマイナスが大きい。全体平均学校増減率

は-25.7%(廃校数 66 校)とⅡ期のみで郡部の 2 割以上の学

校が減少している。次にⅢ期全体では平均学校増減率は

8.3%と正の値となってはいるが、廃校数は 17 校とⅡ期に

次いで高い値となり、市部では廃校数が少なかったⅡ期

に郡部での廃校は多い点が異なる。Ⅴ期での平均学校増

減率は-2.0%と市部との差はほとんど見られなかった。Ⅱ-

Ⅴ期にかけて郡部全体で 97 校が廃校となり、2 割程度の

中学校が減少している。また自治体所管学校数が多くな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3 時期別本校増減率 

Ⅱ期 

Ⅳ期 

Ⅴ期 

Ⅲ期 

図 2 旧市町村別学校数(1960) 

図 3 時期別本校廃校率 

表１ 旧市町村の学校数別廃校率 
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表 2 生徒・廃校数推移を指標とした自治体類型結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るにつれて学校増減率の減少の割合が高くなり、特に 3

校以上の自治体では全期通して学校数が半数以下にまで

減少している。 

 以上、市部と郡部の自治体では各時期の廃校の発生状

況に相違が見られたが、広島県全体をみると特に生徒数

が大幅に減少したⅡ期において市部で 8 校(-4.3%)、郡部

では 66 校(-25.7%)が廃校しており、生徒数減少に伴う中

学校の統廃合が行われたものと推察される。 

 

3-3 時期別廃校率分布 

 次に各自治体の時期別本校廃校率分布を図 3 に示す。

Ⅱ期は生徒の減少が始まり廃校が増加した時期で広域的

に廃校が発生している。特に庄原市･芸北町などの中山間

地域での廃校発生が著しい。 

 

4．自治体の生徒数と廃校推移の特徴 

4-1 学校増減率・生徒数を指標とした自治体の類型化 

廃校の地域性の相違を明らかにするためにクラスター

分析(ward 法)を行った。1960 年時本校数、Ⅱ期本校増

減率、Ⅱ期分校増減率、Ⅱ期生徒増減率、Ⅲ期本校増減

率、Ⅲ期生徒増減率、Ⅳ期本校増減率、Ⅳ期生徒増減率、

Ⅴ期本校増減率、Ⅴ期生徒増減率の 10 変数を用いて分析

を行い、地区区分を 5 タイプに分類した。各類型の指標

平均値を表 2、生徒･廃校数推移例を図 4、自治体類型分

布を図 5 に示す。図 5 より都市型 A と都市型 B は主に瀬

戸内海側都市部に多く、都市近郊型は都市型 A の隣接に

位置している。過疎地域型 A と過疎地域型 B は山間部や 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離島部に位置しており、過疎地域型 A が比較的地域面積

の広い地域が該当する傾向がみられる。 

 

4-2 地域的特徴 

類型別の生徒・廃校数の推移を図 4 に示す。都市型 A

はⅢ期とⅣ期における生徒増減率が全タイプ中で 32.0%、

-45.4%と値が大きく、生徒増減が激しい地域である。廃

校はⅢ期に多少見られるが、全期通して学校数は増加傾

向で推移している。都市型 B は都市型 A ほど生徒増減が

激しくなくないが、Ⅱ期での生徒増減率のマイナスが大

きいことによりⅡ期の本校増減率も大きくマイナスに転

じている。都市近郊型はⅡ期、Ⅲ期の生徒増減率が

17.2%、159.8%と他に比べて大きくプラスに推移してお

り、都市部のベッドタウン化によるものであると推察で

きる。また、それに伴い学校増減率もⅢ期で 87.5%、Ⅳ

期で 21.0%と増加しており、減少はみられない。過疎地

域型は県全体で生徒数が増加傾向にあるⅢ期においても 

生徒数減少が進んでおり、それに伴い学校数も全期通し

て減少傾向にある。過疎地域型 A はⅡ期における学校増

減率が本校では-22.9%、分校では-17.3%と減少率が大き

く、Ⅱ期に廃校が進んだことが特徴である。過疎地域型

B はⅣ期の生徒増減率が-41.1%と生徒が大幅に減少して

いるにもかかわらず、Ⅳ期の本校増減率に変化が見られ

ないことが特徴で、これら過疎地域型の特徴の相違は 4.4

校、1.6 校という 1960 年時点での学校数平均の差に起因

すると推察できる。 

 

4-3 学校規模と学校増減率の関係 

類型別の学校規模別本校数・廃校率の推移を表 3 に示

す。県全体としての傾向は、生徒数が少ない学校での廃

校が多い。生徒数別にみると 30 人以下の学校での平均学

校増減率は-20.0%、60 人以下では-27.3%となり 1 学級 

 

過疎地域型 A 

都市近郊型 都市型 A 

過疎地域型 B 

図 5 自治体の類型分布 

図 4 類型別生徒・廃校数の推移 

507



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あたり 20 人以下となるような学校で特に廃校が目立って

いる。また類型別に見ると、都市型 A では廃校はほとん

ど起こっていないが、都市型 B においてはⅡ期で 1/4 の

学校が廃校している。過疎地域型 A ではⅡ期において

240 人以下で 18/33 校と半数以上の学校が廃校しており、

過疎地域型 B ではⅡ期において 360 人以下で 15/33 校と

半数近くの学校が廃校しておりⅡ期での廃校が目立つ。

さらに過疎地域型 A・過疎地域型 B 共に、生徒数減少に

伴う学校規模縮小の末、廃校に至っている場合が多くみ

られる。都市近郊型についてはⅡ期・Ⅲ期で多少の廃校

はみられるものの、生徒数増加に伴う学校規模拡大の傾

向がある。 

 

5．まとめ 

1)Ⅰ期(1949-1962)は戦後の出生数減少と第 1 次ベビーブ

ームの影響により生徒数増減が著しく、かつ学制発布

による学校建設と合併を契機とした学校再編により廃

校･新設ともに多い。Ⅱ期(1963-1974)は農山漁村地域の

過疎化により生徒数が急減し、本分校とも廃校が急速

に進行した時期である。Ⅲ期(1975-1987)は生徒数増加

により廃校は少なく、再び生徒数が減少するⅣ期(1988-

2002)も廃校数は比較的少ない。一方、Ⅴ期(2003-2011) 

は生徒数減少に加え合併を契機とした政策的統廃合が

進められたものと推測される。 

2)旧市町村別にみた廃校の実態では、旧市部において一つ

の市が保有する学校数が少ないほど学校増減率のマイ

ナスが増加する傾向にあり、郡部では一つの町村が保

持する学校数が多くなるにつれて学校増減率のマイナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スが増加している。 

3)都市型は生徒増減が大きくみられた地域で、都市型 A

は廃校の発生がほぼ見られず、都市型 B はⅡ期の本校

廃校が多い。過疎地域型はどの時期においても生徒が

減少しており、過疎地域型 A はⅡ期の廃校が多い地域

で、過疎地域型 B は生徒の減少が多いⅣ期にほとんど

廃校が見られなかった。都市近郊型はⅡ期、Ⅲ期の生

徒増加率が高く、それに伴いⅢ期以降ほとんど廃校が

見られなかった。 

 

注釈 

注 1、2）広島県教育庁教育政策課の情報提供資料により、2011 年 5 

月時点での県内公立中学校の学校数･生徒数･廃校時期等の基本情

報を収集した。 

注 3）分校の学校基本情報等の資料が注 1)の資料のみに記載されて

いるため、分析等は 1960 年以降の学校についておこなった。 
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表 3 学校規模別本校数・増減率の推移 

*  
山口大学工学部感性デザイン工学科 学部生
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山口大学大学院理工学研究科 博士前期課程
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山口大学大学院理工学研究科 教授・工博 

**** 
呉工業高等専門学校 助教 博士（工学） 

***** 
広島工業大学工学部建築工学科 准教授・博士（工学） 

******米子工業高等専門建築学科 准教授・博士（工学） 

******* 広島工業大学工学部 教授・博士（学術） 
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Undergraduate, Dep. of KANSEI Design Eng., Faculty of Eng., Yamaguchi Univ. 

**  
Graduate Student, Graduate School of Science and Eng., Yamaguchi Univ 
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 Professor, Yamaguchi Univ., Dr.Eng. 

**** Assistant Prof., Kure College of Technology, Dr Eng 

***** Assoc.prof.,Hiroshima Institute of Technology 

******Assoc.prof., Dept.of Architecture,Yonago National College of Technology, Dr 

Eng. 

******* Prof.,Hiroshima Institute of Technoogy, Ph D. 
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